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　　　　　　　　　　　　　　　　審決
不服２０２０－　１６８５５

　（省略）
　請求人　　　　　　　　　サミー株式会社

　（省略）
　代理人弁理士　　　　　　伊藤 温

　　　特願２０１７－　６００７９号「ぱちんこ遊技機」拒絶査定不服審判事件
　　〔平成３０年１０月１８日出願公開、特開２０１８－１６１２６８号〕につ
　　いて、次のとおり審決する。

　結　論
　　　本件審判の請求は、成り立たない。

　理　由
　　第１　手続の経緯の概要
　　　本願は、平成２９年３月２４日の特許出願であって、令和２年１月２０日
　　付けで拒絶の理由が通知され、同年３月１８日に意見書及び手続補正書が提
　　出されたところ、同年４月２８日付けで最後の拒絶の理由が通知され、同年
　　７月２７日に意見書及び手続補正書が提出されたところ、同年９月２日付け
　　（謄本送達日：同年同月１５日）で、同年７月２７日付け手続補正書による
　　手続補正が却下されるとともに拒絶査定（以下「原査定」という。）がなさ
　　れ、それに対して、同年１２月８日に拒絶査定不服審判の請求がなされると
　　同時に手続補正がなされたものである。
　　　
　　第２　令和２年１２月８日にされた手続補正についての補正の却下の決定
　　［補正の却下の決定の結論］
　　　令和２年１２月８日にされた手続補正（以下「本件補正」という。）を却
　　下する。
　　　
　　［理由］
　　　１　補正の内容
　　　本件補正は、令和２年３月１８日付け手続補正書の特許請求の範囲の請求
　　項１における
　　「【請求項１】
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　　　遊技球が流下可能な遊技領域と、
　　　遊技球が入球可能であり、遊技球が入球することにより賞球が払い出され
　　る複数の入賞口と、
　　　情報を表示可能な情報表示部と
　　を備え、
　　　前記複数の入賞口への遊技球の入球を検出し得る入球判定手段と、
　　　遊技領域から排出されるすべての遊技球を検出し得る排出数計測手段と、
　　　入球判定手段及び排出数計測手段による検出結果に基づき、前記複数の入
　　賞口への遊技球の入球に基づく情報である入球状態情報を生成する入球状態
　　情報生成手段と
　　を有しており、
　　　前記生成した入球状態情報を情報表示部にて表示し得るよう構成されてお
　　り、
　　　プログラムによる処理結果データを記憶する情報格納領域として、第１情
　　報格納領域と、第１情報格納領域とは異なる領域である第２情報格納領域と
　　、を有しており、
　　　前記第２情報格納領域には、少なくとも、入球状態情報が記憶され、
　　　情報格納領域の初期化を実行する場合において、遊技機の電源投入時に情
　　報格納領域のデータを確認し、正常の場合には、前記第２情報格納領域に記
　　憶された入球状態情報を除く所定の範囲を設定して初期化し、異常の場合に
　　は、前記第２情報格納領域に記憶された入球状態情報を含む所定の範囲を設
　　定して初期化する一方、情報格納領域の初期化を実行しない場合においても
　　、遊技機の電源投入時に情報格納領域のデータを確認し、異常の場合には、
　　前記第２情報格納領域に記憶された入球状態情報を含む所定の範囲を設定し
　　て初期化するよう構成されている
　　ことを特徴とするぱちんこ遊技機。」を、
　　　審判請求時に提出された手続補正書（令和２年１２月８日付け）の特許請
　　求の範囲の請求項１における
　　「【請求項１】
　　　遊技球が流下可能な遊技領域と、
　　　遊技球が入球可能であり、遊技球が入球することにより賞球が払い出され
　　る複数の入賞口と、
　　　情報を表示可能な情報表示部と、
　　　ＲＡＭクリアスイッチと
　　を備え、
　　　ＲＡＭクリアスイッチが操作された状態で電源が投入された場合に、情報
　　格納領域を初期化可能なＲＡＭクリア手段と、
　　　前記複数の入賞口への遊技球の入球を検出し得る入球判定手段と、
　　　遊技領域から排出されるすべての遊技球を検出し得る排出数計測手段と、
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　　　入球判定手段及び排出数計測手段による検出結果に基づき、前記複数の入
　　賞口への遊技球の入球に基づく情報である入球状態情報を生成する入球状態
　　情報生成手段と
　　を有しており、
　　　前記生成した入球状態情報を情報表示部にて表示し得るよう構成されてお
　　り、
　　　前記情報格納領域として、第１情報格納領域と、第１情報格納領域とは異
　　なる領域である第２情報格納領域と、を有しており、
　　　前記第２情報格納領域には、少なくとも、入球状態情報が記憶され、
　　　ＲＡＭクリアスイッチが操作された状態で電源が投入され、前記ＲＡＭク
　　リア手段により前記情報格納領域の初期化が実行される場合において、電源
　　投入時に前記情報格納領域のデータを確認し、正常の場合には、前記入球状
　　態情報を含まない所定の範囲を設定して初期化し、異常の場合には、前記入
　　球状態情報を含む特定の範囲を設定して初期化する一方、ＲＡＭクリアスイ
　　ッチが操作されていない状態で電源が投入され、前記ＲＡＭクリア手段によ
　　り前記情報格納領域の初期化が実行されない場合においても、電源投入時に
　　前記情報格納領域のデータを確認し、異常の場合には、前記特定の範囲を設
　　定して初期化するよう構成され、
　　　前記所定の範囲には、遊技に使用されない未使用領域が含まれるよう構成
　　され、
　　　前記特定の範囲には、遊技に使用されない未使用領域が含まれるよう構成
　　されている
　　ことを特徴とするぱちんこ遊技機。」
　　にする補正を含むものである（下線は、補正箇所を明示するために当審判合
　　議体にて付した。）。
　　　
　　２　補正の適否
　　２－１　補正の目的及び新規事項について
　　　本件補正は、（１）補正前の請求項１に記載した発明を特定するために必
　　要な事項である「情報格納領域の初期化を実行する」ための手段として「Ｒ
　　ＡＭクリアスイッチ」を備えることを限定し、さらに、初期化を実行するも
　　のが「ＲＡＭクリアスイッチが操作された状態で電源が投入された場合に、
　　情報格納領域を初期化可能なＲＡＭクリア手段」であることを限定する補正
　　、（２）補正前の請求項１に記載した発明を特定するために必要な事項であ
　　る「異常の場合」であって「情報格納領域の初期化を実行しない場合」につ
　　いて、「情報格納領域の初期化が実行されない場合においても、電源投入時
　　に前記情報格納領域のデータを確認」するのは「ＲＡＭクリアスイッチが操
　　作されていない状態で電源が投入され」た「前記ＲＡＭクリア手段」である
　　ことを限定する補正、（３）補正前の請求項１に記載した発明を特定するた
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　　めに必要な事項である「正常の場合には、前記第２情報格納領域に記憶され
　　た入球状態情報を除く所定の範囲を設定して初期化し、異常の場合には、前
　　記第２情報格納領域に記憶された入球状態情報を含む所定の範囲を」との記
　　載を、「正常の場合には、前記入球状態情報を含まない所定の範囲を設定し
　　て初期化し、異常の場合には、前記特定の範囲を」というように、重ねて特
　　定され冗長となっていた「第２情報格納領域」を削除するとともに、「異常
　　の場合」に初期化する「前記入球状態情報を含まない所定の範囲」を、「正
　　常の場合」に初期化する「前記入球状態情報を含まない所定の範囲」と区別
　　するために「特定の範囲」と表現を形式的を変更し、補正前の請求項１に記
　　載した発明を特定するために必要な事項である「所定の範囲」及び上記表現
　　を形式的に変更した「特定の範囲」は、ともに「遊技に使用されない未使用
　　領域が含まれるよう構成」されることを限定する補正、（４）その他形式的
　　な補正を含むものである。
　　　そして、補正後の請求項１に係る発明は、補正前の請求項１に係る発明と
　　、産業上の利用分野及び解決しようとする課題が同一であるから、本件補正
　　のうち特許請求の範囲の請求項１についてする補正は、特許法第１７条の２
　　第５項第２号に掲げる「特許請求の範囲の減縮」を目的とする補正に該当す
　　る。
　　　また、本件補正の補正事項は、願書に最初に添付した明細書又は図面（以
　　下「当初明細書」という。）の段落【０２７６】、【０２７７】、【０４８
　　３】、図６７、図１３６の記載に基づくものであり、新規事項を追加するも
　　のではないから、特許法第１７条の２第３項に規定する要件を満たす。
　　　
　　２－２　独立特許要件について
　　　そこで、本件補正後の請求項１に係る発明（以下「本件補正発明」という
　　。）が特許出願の際に独立して特許を受けることができるものであるか否か
　　、すなわち、特許法第１７条の２第６項において準用する同法第１２６条第
　　７項の規定に適合するか否かについて、以下に検討する。
　　（１）本件補正発明
　　　本件補正発明は、次のとおりのものであると認める（記号Ａ～Ｏは、分説
　　するため当審判合議体にて付した。）。
　　「【請求項１】
　　　Ａ　遊技球が流下可能な遊技領域と、
　　　Ｂ　遊技球が入球可能であり、遊技球が入球することにより賞球が払い出
　　される複数の入賞口と、
　　　Ｃ　情報を表示可能な情報表示部と、
　　　Ｄ　ＲＡＭクリアスイッチと
　　を備え、
　　　Ｅ　ＲＡＭクリアスイッチが操作された状態で電源が投入された場合に、
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　　情報格納領域を初期化可能なＲＡＭクリア手段と、
　　　Ｆ　前記複数の入賞口への遊技球の入球を検出し得る入球判定手段と、
　　　Ｇ　遊技領域から排出されるすべての遊技球を検出し得る排出数計測手段
　　と、
　　　Ｈ　入球判定手段及び排出数計測手段による検出結果に基づき、前記複数
　　の入賞口への遊技球の入球に基づく情報である入球状態情報を生成する入球
　　状態情報生成手段と
　　を有しており、
　　　Ｉ　前記生成した入球状態情報を情報表示部にて表示し得るよう構成され
　　ており、
　　　Ｊ　前記情報格納領域として、第１情報格納領域と、第１情報格納領域と
　　は異なる領域である第２情報格納領域と、を有しており、
　　　Ｋ　前記第２情報格納領域には、少なくとも、入球状態情報が記憶され、
　　　Ｌ　ＲＡＭクリアスイッチが操作された状態で電源が投入され、前記ＲＡ
　　Ｍクリア手段により前記情報格納領域の初期化が実行される場合において、
　　電源投入時に前記情報格納領域のデータを確認し、
　　　Ｌ１　正常の場合には、前記入球状態情報を含まない所定の範囲を設定し
　　て初期化し、
　　　Ｌ２　異常の場合には、前記入球状態情報を含む特定の範囲を設定して初
　　期化する一方、ＲＡＭクリアスイッチが操作されていない状態で電源が投入
　　され、前記ＲＡＭクリア手段により前記情報格納領域の初期化が実行されな
　　い場合においても、電源投入時に前記情報格納領域のデータを確認し、異常
　　の場合には、前記特定の範囲を設定して初期化するよう構成され、
　　　Ｍ　前記所定の範囲には、遊技に使用されない未使用領域が含まれるよう
　　構成され、
　　　Ｎ　前記特定の範囲には、遊技に使用されない未使用領域が含まれるよう
　　構成されている
　　　Ｏ　ことを特徴とするぱちんこ遊技機。」
　　　
　　（２）引用発明
　　　原査定の拒絶の理由に引用文献として引用された、本願の出願前に公知と
　　なった、（案）性能表示モニタの搭載要件（Ｖｅｒ．０１６），日本遊技機
　　工業組合提供資料（「性能表示モニタ」に関する技術資料），２０１７年　
　　３月２３日（以下「引用文献１」という。）には、以下の事項が記載されて
　　いる。
　　　
　　ア　記載事項
　　（ア）１頁
　　「
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　　」

　　（イ）２頁（２．実装条件（ソフト）内）
　　「
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　　」

　　（ウ）３頁（２．実装条件（ソフト）内）
　　「 

　　」

　　（エ）５頁（２．実装条件（ソフト）内）
　　「
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　　」

　　（オ）５頁（２．実装条件（ソフト）内）
　　「

　　」

　　イ　認定事項
　　（ア）引用文献１は、そのタイトルが「（案）性能表示モニタの搭載要件（
　　Ｖｅｒ．０１６）」であり、上記ア（ア）の「（２）表示部は、遊技機裏面
　　の見やすい場所に設置し、シールや構造物等で隠れないこと。」との記載か
　　ら、引用文献１には「性能表示モニタ」を「遊技機裏面」に設置することが
　　記載されているといえる。

　　（イ）上記ア（ア）には「（６）正確なアウト個数または発射球数を計測す
　　るために、主基板に接続されたスイッチ等を設けること。・・・」、上記ア
　　（イ）には「（２）計測方法　ア．初回電源投入から『低確時短無時の払出
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　　個数（以下、「低確時短無払出個数」）』、『すべての状態のアウト個数（
　　以下、「総アウト個数」）』および『低確時短無時のアウト個数（以下、低
　　時短無アウト個数」）』を計測し、ベース値をリアルタイムに計算して比率
　　セグに表示する。　イ．初回電源投入から総アウト個数が６０，０００個に
　　達するまでは、識別セグを点滅させる。　ウ．総アウト個数が６０，０００
　　個に達した時点で、識別セグが点灯となる。・・・」と記載されており、「
　　アウト個数」、「発射球数」、「低確時短無時」、「ベース値」という文言
　　が用いられていることから、引用文献１に記載の「性能表示モニタ」を設置
　　する「遊技機」は、いわゆるパチンコ機であるといえ、ベース値を計算して
　　表示する遊技機が、遊技球が流下可能な遊技領域、遊技球が入球可能で、遊
　　技球が入球することにより賞球が払い出される複数の入賞口、複数の入賞口
　　への遊技球の入賞を検出可能な入賞検出手段と、遊技領域から排出されるア
　　ウト球を検出し得るアウト球検出手段と、を備えることは、パチンコ機の分
　　野において技術常識（必要であれば、特開２００６－１４９６８０号公報の
　　【００３８】、【００９０】、【０１１６】を参照）である。

　　（ウ）上記ア（ア）を参酌すると、上記ア（イ）には「数字の下に」「ドッ
　　トポイントを設けた」「７セグＬＥＤ等を使用して、４桁の数字を表示する
　　ことが可能である」「表示器」の表示例として、「識別セグ」を「ｂＬ．」
　　、「比率セグ」を「３５」とするものが図示されており、その下部に、「ｂ
　　Ｌ．＝初回電源投入（ＲＷＭオール初期化）からの低確時短無時の累計ベー
　　ス」と記載され、上記ア（イ）には「ア．初回電源投入から『低確時短無時
　　の払出個数（以下、「低確時短無払出個数」）』、『すべての状態のアウト
　　個数（以下、「総アウト個数」）』および『低確時短無時のアウト個数（以
　　下、低時短無アウト個数」）』を計測し、ベース値をリアルタイムに計算し
　　て比率セグに表示する。」と記載されていることから、引用文献１には、数
　　字の下にドットポイントを設けた７セグＬＥＤ等を使用して、数字の下にド
　　ットポイントを設けた４桁の数字を表示することが可能であって、初回電源
　　投入（ＲＷＭオール初期化）からの低確時短無時の累計ベースを意味するｂ
　　Ｌ．を表示する識別セグ及びベース値をリアルタイムに計算して表示する比
　　率セグからなる表示器が記載されているといえる。

　　（エ）上記ア（ウ）には「（４）ＲＷＭクリア条件」として「ＲＭＷクリア
　　時（ＲＷＭ消去スイッチを押して電源投入）および電源再投入では、計測に
　　必要なＲＷＭは０クリアしないこと。（ただし、ＲＷＭ異常時は除く。）」
　　と記載されていることから、引用文献１には、ＲＭＷが異常ではないときに
　　は、ＲＷＭ消去スイッチを押して電源投入したときおよび電源再投入で、Ｒ
　　ＷＭクリア時に計測に必要なＲＷＭは０クリアせず、ＲＭＷが異常時には、
　　ＲＷＭ消去スイッチを押して電源投入したときおよび電源再投入で、計測に
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　　必要なＲＷＭは０クリアすることが記載されているといえる。
　　　そうすると、「異常ではないとき」は、「ＲＷＭ消去スイッチを押して電
　　源投入したときおよび電源再投入で」、計測に必要なＲＷＭを０クリアせず
　　、「異常時」には、「ＲＷＭ消去スイッチを押して電源投入したときおよび
　　電源再投入で」、それを０クリアすることから、「異常ではないとき」と「
　　異常時」とで「０クリア」される領域が異なる（「異常ではないとき」に「
　　０クリア」される領域を、以下「所定の領域」、「異常時」に「０クリア」
　　される領域を「特定の領域」という。）ことが記載されているといえる。

　　（オ）上記ア（エ）には「（７）領域外のＲＯＭ、ＲＷＭの配置について」
　　として「ア．領域内と領域外の境界には１６バイト以上の空き領域（未使用
　　領域）を設けること。（１６バイト＝ダンプリストの１行分）」と記載され
　　ており、ＲＷＭの配置例の図示内容とから、引用文献１には、ＲＷＭは領域
　　内ＲＷＭと領域外ＲＷＭを有し、領域内と領域外の境界には未使用領域を有
　　することが記載されているといえる。

　　（カ）上記ア（オ）には「（９）領域外プログラムのモジュール化について
　　」として「領域外プログラムは機能毎にモジュール化すること。」、「（例
　　）・・・試験信号出力処理、性能表示モニタ処理を分ける。」と記載されて
　　いることから、領域外ＲＭＷには性能表示モニタ処理に関するプログラム、
　　データが記憶されていることが明らかであり、上記ア（イ）には「ア．初回
　　電源投入から『低確時短無時の払出個数（以下、「低確時短無払出個数」）
　　』、『すべての状態のアウト個数（以下、「総アウト個数」）』および『低
　　確時短無時のアウト個数（以下、低時短無アウト個数」）』を計測し、ベー
　　ス値をリアルタイムに計算して比率セグに表示する。」と記載されているこ
　　とから、引用文献１には、低確時短無時の払出個数、すべての状態のアウト
　　個数、低確時短無時のアウト個数とからベース値をリアルタイムに計算して
　　比率セグに表示することが記載されているといえる。

　　ウ　引用発明
　　　上記アの記載事項及び上記イの認定事項から、引用文献１には、次の発明
　　（以下「引用発明」という。）が記載されているものと認める（（記号ａ～
　　ｏ等は、本願発明の記号Ａ～Ｏに概ね対応させて付した。）。
　　「ａ　遊技球が流下可能な遊技領域と（認定事項（イ））、
　　　ｂ、ｆ、ｇ　遊技球が入球可能で、遊技球が入球することにより賞球が払
　　い出される複数の入賞口と、複数の入賞口への遊技球の入賞を検出可能な入
　　賞検出手段、遊技領域から排出されるアウト球を検出し得るアウト球検出手
　　段と、を備え（認定事項（イ））、
　　　ｃ　遊技機裏面に設置する性能表示モニタは、
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　　　　　数字の下にドットポイントを設けた７セグＬＥＤ等を使用して、数字
　　の下にドットポイントを設けた４桁の数字を表示することが可能であって、
　　初回電源投入（ＲＷＭオール初期化）からの低確時短無時の累計ベースを意
　　味するｂＬ．を表示する識別セグ及びベース値をリアルタイムに計算して表
　　示する比率セグからなる表示器（認定事項（ア）、認定事項（ウ））と、
　　　ｄ　ＲＷＭ消去スイッチ（記載事項（ウ）（３頁の（４）））と、を備え
　　、
　　　ｅ、ｌ、ｌ１、ｌ２　ＲＭＷが異常ではないときには、ＲＷＭ消去スイッ
　　チを押して電源投入したときおよび電源再投入で、ＲＷＭクリア時に計測に
　　必要なＲＷＭは０クリアせず、ＲＭＷが異常時には、ＲＷＭ消去スイッチを
　　押して電源投入したときおよび電源再投入で、計測に必要なＲＷＭは０クリ
　　アし、異常ではないときと異常時とで０クリアされる領域が異なり（「異常
　　ではないとき」に「０クリア」される領域を、以下「所定の領域」、「異常
　　時」に「０クリア」される領域を「特定の領域」という。）（認定事項（エ
　　））、
　　　ｈ、ｉ　低確時短無時の払出個数、すべての状態のアウト個数、低確時短
　　無時のアウト個数とからベース値をリアルタイムに計算して比率セグに表示
　　し（認定事項（カ））、
　　　ｅ、ｊ、ｍ、ｎ　ＲＷＭは領域内ＲＷＭと領域外ＲＷＭを有し、領域内と
　　領域外の境界には未使用領域を有し（認定事項（オ））、
　　　ｋ　領域外ＲＷＭには性能表示モニタ処理に関するプログラム、データが
　　記憶されている（認定事項（カ））
　　　ｏ　遊技機（記載事項（ア）（１頁（２）））。」

　　（３）引用文献２記載の技術事項
　　　原査定の拒絶の理由に引用文献として引用された、本願の出願前に頒布さ
　　れ又は電気通信回線を通じて公衆に利用可能となった特開２０１７－５６１
　　４０号公報（平成２９年３月２３日公開）（以下「引用文献２」という。）
　　には、図面とともに以下の事項が記載されている（下線は当審判合議体にて
　　付した。以下同じ。）。

　　ア　記載事項
　　（ア）「【００１１】
　　（本実施形態）
　　　ここで、各構成要素について説明する前に、本実施形態に係る回胴式遊技
　　機Ｐの特徴（概略）を説明する。以下、図面を参照しながら、各要素につい
　　て詳述する。」

　　（イ）「【０１０９】
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　　　・・・尚、不図示であるが、電源断及び電源復帰が正常である場合におけ
　　る設定変更処理に伴うＲＡＭクリア実行後には、ＲＡＭクリア前のＲＴ番号
　　に復帰（ＲＴ番号を記憶するアドレスを、ＲＡＭクリア時にクリアするアド
　　レス範囲に含めない）しても良いし、「ＲＴ０」にしても良い。尚、特定の
　　ＲＴ状態（例えば「ＲＴ５」）である状況下において電源断が行なわれ、電
　　源断及び電源復帰が正常である場合における設定変更処理に伴うＲＡＭクリ
　　ア実行後には、「ＲＴ０」にしても良い。尚、「ＲＴ３」が最も再遊技役に
　　当選する確率が高いＲＴ状態となっている。・・・」

　　イ　認定事項
　　　上記アの【０１０９】には、ＲＡＭクリアの実行時は、ＲＡＭクリア後に
　　復帰するＲＡＭクリア前のＲＴ番号を記憶するアドレスを、ＲＡＭクリア時
　　にクリアするアドレス範囲に含めないことが記載されていることから、クリ
　　アするアドレス範囲をＲＡＭクリア前のＲＴ番号を記憶するアドレスを含め
　　ないで設定していることは明らかである。
　　　よって、引用文献２には、ＲＡＭクリア実行時は、クリアするアドレス範
　　囲を設定してＲＡＭクリアを実行することが記載されているといえる。

　　ウ　引用文献２記載の技術事項
　　　上記アの記載事項及びイの認定事項から、引用文献２には、次の技術事項
　　（以下「引用文献２記載の技術事項）が記載されているものと認める。

　　「ＲＡＭクリア実行時は、クリアするアドレス範囲を設定してＲＡＭクリア
　　を実行する回胴式遊技機Ｐ。」

　　（４）周知技術
　　ア　周知例１
　　　新たに提示する本願の出願前に頒布され又は電気通信回線を通じて公衆に
　　利用可能となった特開２０１７－２９５９３号公報（平成２９年２月９日公
　　開）（以下「周知例１」という。）には、図面とともに以下の事項が記載さ
　　れている。

　　（ア）「【実施例】
　　　【００１９】
　　　本発明が適用されたスロットマシンの実施例について図面を用いて説明す
　　ると、本実施例のスロットマシン１は、図１に示すように、前面が開口する
　　筐体１ａと、この筐体１ａの側端に回動自在に枢支された前面扉１ｂと、か
　　ら構成されている。」
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　　（イ）「【０２４２】
　　　次に、メイン制御部４１が実行する非遊技領域初期化処理について説明す
　　る。尚、本実施例において非遊技領域初期化処理は、非遊技プログラムに含
　　まれる。
　　　【０２４３】
　　　図１４に示すように、メイン制御部４１は、初期化対象ＲＡＭの先頭アド
　　レスとして未使用領域４の先頭アドレスを設定する（Ｓｇ１）。そして、Ｒ
　　ＡＭ４１ｃの使用可能領域の最終アドレス値から初期化対象ＲＡＭの先頭ア
　　ドレス値（未使用領域４の先頭アドレス値）を減算して、初期化対象ＲＡＭ
　　の容量を算出し（Ｓｇ２）、算出した初期化対象ＲＡＭの容量をレジスタに
　　設定する（Ｓｇ３）。また、初期化対象ＲＡＭの先頭アドレス値（未使用領
　　域４の先頭アドレス値）を指定アドレスとして設定して（Ｓｇ４）、指定ア
　　ドレスに記憶されている１バイトのデータを０で上書きしてクリアする（Ｓ
　　ｇ５）。その後、当該１バイトのデータの論理和を算出して、算出結果が０
　　か否かを判定し（Ｓｆ６）、算出結果が０でない場合には、Ｓｇ５のステッ
　　プに戻り、再度、１バイトのデータを０で上書きしてクリアする。そして、
　　Ｓｇ６のステップにおいて計算結果が０であると判定された場合は、指定ア
　　ドレスを、当該指定アドレスとして現在設定されているアドレスの次のアド
　　レスに更新し（Ｓｇ７）、レジスタを１減算して（Ｓｇ８）、レジスタが０
　　か否かを判定する（Ｓｇ９）。」

　　（ウ）「【０２４５】
　　　このように、本実施例の非遊技領域初期化処理では、初期化対象ＲＡＭの
　　容量分のＲＡＭ領域を初期化対象ＲＡＭの先頭アドレス（未使用領域４の先
　　頭アドレス）から順次クリアすることで、初期化対象ＲＡＭの先頭アドレス
　　から終了アドレスまでの領域、すなわち、未使用領域４及び非遊技ＲＡＭ領
　　域を初期化する。」

　　（エ）「【０２４７】
　　　また、本実施例の非遊技領域初期化処理では、初期化対象ＲＡＭの先頭ア
　　ドレスとして未使用領域４の先頭アドレスを設定することで、未使用領域４
　　と非遊技ＲＡＭ領域の全ての領域を初期化する構成であるが、非遊技領域初
　　期化処理は、非遊技ＲＡＭ領域の少なくとも一部の領域が初期化されるもの
　　であれば良く、非遊技ＲＡＭ領域の一部の領域を初期化するものでも、非遊
　　技ＲＡＭ領域の一部の領域及び未使用領域４を初期化するものでも良い。」

　　イ　上記アの記載事項から周知例１には次の事項が記載されている（以下「
　　周知例１の記載事項」という。）
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　　「メイン制御部４１が実行する非遊技領域初期化処理は、非遊技ＲＡＭ領域
　　の少なくとも一部の領域が初期化されるものであれば良く、非遊技ＲＡＭ領
　　域の一部の領域を初期化するものでも、非遊技ＲＡＭ領域の一部の領域及び
　　未使用領域４を初期化するものでも良いスロットマシン１。」

　　ウ　周知例２
　　　新たに提示する本願の出願前に頒布され又は電気通信回線を通じて公衆に
　　利用可能となった特開２０１７－１８２８６号公報（平成２９年１月２６日
　　公開）（以下「周知例２」という。）には、図面とともに以下の事項が記載
　　されている。

　　（ア）「【０００１】
　　　本発明は、回胴式遊技機（「パチスロ機」、「スロットマシン」とも称さ
　　れる。）等の遊技機に関するものである。」

　　（イ）「【０８６８】
　　　図１１０は、ＲＡＭのデータブロックを説明するための図である。図１１
　　０には、ＲＡＭ１１１４の内部的なイメージが示されており、上端をメモリ
　　アドレスの始端とし、下端をメモリアドレスの終端としている。例えば、未
　　使用領域１１１４ｚは、データの読み書きが行われていないデータ領域（換
　　言すれば、使用済領域以外のデータ領域）であって、メモリアドレスの終端
　　側にまとまっている。図１１０に示すように、ＲＡＭ１１１４では、格納す
　　るデータの種類に応じて複数の「エリア」が予め定められている。また、Ｒ
　　ＡＭクリアの対象範囲として、「クリア範囲０」～「クリア範囲４」の５通
　　りが定められている。なお、それぞれのクリア範囲には、未使用領域１１１
　　４ｚが含まれるようにしてもよい。」

　　エ　上記アの記載事項から周知例２には次の事項が記載されている（以下「
　　周知例２の記載事項」という。）

　　「ＲＡＭクリアの対象範囲として、「クリア範囲０」～「クリア範囲４」の
　　５通りが定められ、それぞれのクリア範囲には、未使用領域１１１４ｚが含
　　まれるようにしてもよい遊技機。」

　　オ　周知技術
　　　上記イ及びエの周知例１及び２の記載事項を総合すると、
　　「遊技機において、ＲＡＭクリアの対象範囲として、クリアをする範囲に未
　　使用領域を含めても含めなくてよいこと。」は遊技機の技術分野において、
　　本願出願前に周知（以下「周知技術」という。）であると認められる。
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　　（５）対比
　　　本件補正発明と引用発明とを、分説に従い対比する。
　　ア　構成Ａについて
　　　引用発明の構成ａが本件補正発明の構成Ａに相当することは明らかである
　　。

　　イ　構成Ｂについて
　　　引用発明の構成ｂ、ｆ、ｇが本件補正発明の構成Ｂに相当する構成を有す
　　ることは明らかである。

　　ウ　構成Ｃについて
　　　引用発明の構成ｃの「初回電源投入（ＲＷＭオール初期化）からの低確時
　　短無時の累計ベースを意味するｂＬ．」及び「ベース値」、「識別セグ」及
　　び「比率セグからなる表示器」は、それぞれ本件補正発明の「情報」、「情
　　報表示部」に相当する。
　　　よって、引用発明の構成ｃは、本件補正発明の構成Ｃに相当する構成を有
　　する。

　　エ　構成Ｄについて
　　　引用発明の構成ｄの「ＲＷＭ消去スイッチ」は、本件補正発明の「ＲＡＭ
　　クリアスイッチ」に相当する。
　　　よって、引用発明の構成ｄは、本件補正発明の構成Ｄに相当する構成を有
　　する。

　　オ　構成Ｅについて
　　　引用発明の構成ｅ、ｌ、ｌ１、ｌ２の「ＲＷＭ消去スイッチを押して電源
　　投入したとき」、「ＲＷＭクリア」は、それぞれ本件補正発明の「ＲＡＭク
　　リアスイッチが操作された状態で電源が投入された場合」、「初期化」に相
　　当する。
　　　また、引用発明の構成ｅ、ｊ、ｍ、ｎでは「ＲＷＭは領域内ＲＷＭと領域
　　外ＲＷＭを有し」ていることから、「ＲＷＭクリア時」には、「領域内ＲＷ
　　Ｍと領域外ＲＷＭ」を異常ではないとき、異常時のいずれかに応じてクリア
　　していることが明らかであり、引用発明の構成ｅ、ｊ、ｍ、ｎの「領域内Ｒ
　　ＷＭと領域外ＲＷＭ」は、本件補正発明の「情報格納領域」に相当し、引用
　　発明では、「ＲＷＭ消去スイッチを押して電源投入したときおよび電源再投
　　入で、計測に必要なＲＷＭは０クリアせず、ＲＭＷが異常時には、ＲＷＭ消
　　去スイッチを押して電源投入したときおよび電源再投入で、計測に必要なＲ
　　ＷＭは０クリア」しており、ＲＷＭクリアを実行する手段を備えていること
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　　は明らかであるといえることから、引用発明は本件補正発明の「ＲＡＭクリ
　　ア手段」に相当する構成を有しているといえる。
　　　よって、引用発明の構成ｅ、ｌ、ｌ１、ｌ２及び構成ｅ、ｊ、ｍ、ｎは、
　　本件補正発明の構成Ｅに相当する構成を有する。

　　カ　構成Ｆについて
　　　引用発明の構成ｂ、ｆ、ｇの「入賞検出手段」は、本件補正発明の「入球
　　判定手段」に相当する。
　　　よって、引用発明の構成ｂ、ｆ、ｇは、本件補正発明の構成Ｆに相当する
　　構成を有する。

　　キ　構成Ｇについて
　　　引用発明の構成ｂ、ｆ、ｇの「遊技領域から排出されるアウト球」、「ア
　　ウト球検出手段」は、それぞれ本件補正発明の「遊技領域から排出されるす
　　べての遊技球」、「排出数計測手段」に相当する。
　　　よって、引用発明の構成ｂ、ｆ、ｇは、本件補正発明の構成Ｇに相当する
　　構成を有する。

　　ク　構成Ｈについて
　　　引用発明の構成ｈ、ｉでは「低確時短無時の払出個数、すべての状態のア
　　ウト個数、低確時短無時のアウト個数とからベース値をリアルタイムに計算
　　して比率セグに表示し」ており、ベース値とは、通常時の出玉率（払出個数
　　／アウト個数）を意味すること、払出個数は入賞口への遊技球の入賞に基づ
　　く情報であることは技術常識であり、上記カ及びキより、引用発明の構成ｂ
　　、ｆ、ｇの「入賞検出手段」、構成ｂ、ｆ、ｇの「アウト球検出手段」は、
　　それぞれ本件補正発明の「入球判定手段」、「排出数計測手段」に相当する
　　ことから、引用発明の「ベース値」は、本件補正発明の「前記複数の入賞口
　　への遊技球の入球に基づく情報である入球状態情報」に相当するといえる。
　　　また、引用発明では「ベース値をリアルタイムに計算して比率セグに表示
　　し」ていることから、ベース値を生成していることは明らかであり、引用発
　　明は本件補正発明の「入球状態情報生成手段」に相当する構成を有している
　　といえる。
　　　よって、引用発明の構成ｈ、ｉは、本件補正発明の構成Ｈに相当する構成
　　を有する。

　　ケ　構成Ｉについて
　　　引用発明の構成ｈ、ｉでは「低確時短無時の払出個数、すべての状態のア
　　ウト個数、低確時短無時のアウト個数とからベース値をリアルタイムに計算
　　して比率セグに表示し」ており、上記ウで説示したとおり、引用発明の「識
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　　別セグ及び比率セグからなる表示器」は、本件補正発明の「情報表示部」に
　　相当し、上記クで説示したとおり、引用発明の「ベース値」は、本件補正発
　　明の「前記複数の入賞口への遊技球の入球に基づく情報である入球状態情報
　　」に相当するから、引用発明は本件補正発明の構成Ｉに相当する構成を有す
　　る。

　　コ　構成Ｊについて
　　　引用発明の構成ｅ、ｊ、ｍ、ｎの「領域内ＲＷＭ」、「領域外ＲＷＭ」は
　　、それぞれ本件補正発明の「第１情報格納領域」、「第１情報格納領域とは
　　異なる領域である第２情報格納領域」に相当する。
　　　よって、引用発明の構成ｅ、ｊ、ｍ、ｎは、本件補正発明の構成Ｊに相当
　　する構成を有する。

　　サ　構成Ｋについて
　　　引用発明の構成ｋの「性能表示モニタ処理に関する」「データ」は、本件
　　補正発明の構成Ｋの「入球状態情報」に相当する。
　　　よって、引用発明の構成ｋは、本件補正発明の構成Ｋに相当する構成を有
　　する。

　　シ　構成Ｌ、Ｌ１、Ｌ２について
　　　引用発明の構成ｅ、ｌ、ｌ１、ｌ２では、「ＲＭＷが異常ではないときに
　　は、ＲＷＭ消去スイッチを押して電源投入したときおよび電源再投入で、Ｒ
　　ＷＭクリア時に計測に必要なＲＷＭは０クリアせず、ＲＭＷが異常時には、
　　ＲＷＭ消去スイッチを押して電源投入したときおよび電源再投入で、計測に
　　必要なＲＷＭは０クリアし」ており、引用発明では、「ＲＷＭ消去スイッチ
　　を押して電源投入したとき」に「ＲＭＷが異常ではないときには」「計測に
　　必要なＲＷＭは０クリアせず」、「ＲＭＷが異常時には、」「計測に必要な
　　ＲＷＭは０クリアし」ていることから、「ＲＷＭ消去スイッチを押して電源
　　投入したとき」に、「ＲＭＷ」が「異常ではない」か「異常」であるかを確
　　認していることは明らかである。そして、上記エで説示したとおり、引用発
　　明の「ＲＷＭ消去スイッチ」は、本件補正発明の「ＲＡＭクリアスイッチ」
　　に相当し、上記オで説示したとおり、引用発明の「領域内ＲＷＭと領域外Ｒ
　　ＷＭ」、「ＲＷＭクリア」は、それぞれ本件補正発明の「情報格納領域」、
　　「初期化」に相当するから、引用発明の構成ｅ、ｌ、ｌ１、ｌ２は、本件補
　　正発明の構成Ｌに相当する構成を有する。
　　　また、引用発明では、「異常ではないとき」は、「ＲＷＭクリア時に計測
　　に必要なＲＷＭは０クリア」しておらず、上記（２）ア（イ）の「（２）計
　　測方法」には、「ベース値」を計算するための『低確時短無時の払出個数（
　　以下、「低確時短無払出個数」）』、『すべての状態のアウト個数（以下、
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　　「総アウト個数」）』および『低確時短無時のアウト個数（以下、低時短無
　　アウト個数」）』を計測し、ベース値を計算し、ＲＷＭのいずれかが上限値
　　になった場合は、すべての記憶するＲＷＭは計測を停止することが記載され
　　ていることから、「計測に必要なＲＷＭ」とは、ＲＷＭにおけるベース値を
　　計算するための「低確時短無時の払出個数（以下、「低確時短無払出個数」
　　）」、「すべての状態のアウト個数（以下、「総アウト個数」）」および「
　　低確時短無時のアウト個数（以下、低時短無アウト個数」）」を含めたベー
　　ス値に関する情報であることは明らかであり、本件補正発明の「入球状態情
　　報」に相当する情報が含まれているといえる。
　　　よって、引用発明の「所定の領域」、「特定の領域」は、本件補正発明の
　　「所定の範囲」、「特定の範囲」に相当する。
　　　そうすると、引用発明では、０クリアするにあたって、０クリアの対象と
　　なる領域を設定して０クリアしているのか否かは不明ではあるものの、引用
　　発明と本件補正発明は「正常の場合には、前記入球状態情報を含まない所定
　　の範囲を初期化し、異常の場合には、前記入球状態情報を含む特定の範囲を
　　初期化する一方、ＲＡＭクリアスイッチが操作されていない状態で電源が投
　　入され、前記ＲＡＭクリア手段により前記情報格納領域の初期化が実行され
　　ない場合においても、電源投入時に前記情報格納領域のデータを確認し、異
　　常の場合には、前記特定の範囲を初期化するよう構成され」ている点で共通
　　する。

　　ス　構成Ｏについて
　　　引用発明の構成ｏの「遊技機」は、本件補正発明の構成Ｏの「ぱちんこ遊
　　技機」に相当する。
　　　よって、引用発明の構成ｏは、本件補正発明の構成Ｏに相当する構成を有
　　する。

　　上記ア～スによれば、本件補正発明と引用発明は、
　　＜一致点＞
　　「Ａ　遊技球が流下可能な遊技領域と、
　　　Ｂ　遊技球が入球可能であり、遊技球が入球することにより賞球が払い出
　　される複数の入賞口と、
　　　Ｃ　情報を表示可能な情報表示部と、
　　　Ｄ　ＲＡＭクリアスイッチと
　　を備え、
　　　Ｅ　ＲＡＭクリアスイッチが操作された状態で電源が投入された場合に、
　　情報格納領域を初期化可能なＲＡＭクリア手段と、
　　　Ｆ　前記複数の入賞口への遊技球の入球を検出し得る入球判定手段と、
　　　Ｇ　遊技領域から排出されるすべての遊技球を検出し得る排出数計測手段
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　　と、
　　　Ｈ　入球判定手段及び排出数計測手段による検出結果に基づき、前記複数
　　の入賞口への遊技球の入球に基づく情報である入球状態情報を生成する入球
　　状態情報生成手段と
　　を有しており、
　　　Ｉ　前記生成した入球状態情報を情報表示部にて表示し得るよう構成され
　　ており、
　　　Ｊ　前記情報格納領域として、第１情報格納領域と、第１情報格納領域と
　　は異なる領域である第２情報格納領域と、を有しており、
　　　Ｋ　前記第２情報格納領域には、少なくとも、入球状態情報が記憶され、
　　　Ｌ　ＲＡＭクリアスイッチが操作された状態で電源が投入され、前記ＲＡ
　　Ｍクリア手段により前記情報格納領域の初期化が実行される場合において、
　　電源投入時に前記情報格納領域のデータを確認し、
　　　Ｌ１’正常の場合には、前記入球状態情報を含まない所定の範囲を初期化
　　し、
　　　Ｌ２’異常の場合には、前記入球状態情報を含む特定の範囲を初期化する
　　一方、ＲＡＭクリアスイッチが操作されていない状態で電源が投入され、前
　　記ＲＡＭクリア手段により前記情報格納領域の初期化が実行されない場合に
　　おいても、電源投入時に前記情報格納領域のデータを確認し、異常の場合に
　　は、前記特定の範囲を初期化するよう構成される
　　　Ｏ　ぱちんこ遊技機。」　の点で一致し、以下の点で相違する。

　　＜相違点１＞（構成Ｌ１’及びＬ２’）
　　　「情報格納領域の初期化」を実行する場合において、
　　　本件補正発明では、「範囲を設定」して初期化するのに対して、
　　　引用発明では、「範囲を設定」して初期化しているか否かが不明である点
　　。

　　＜相違点２＞（構成Ｍ及び構成Ｎ）
　　　「正常の場合」に「初期化」する「所定の範囲」及び「異常の場合」に「
　　初期化」する「特定の範囲」について、
　　　本件補正発明では、遊技に使用されない未使用領域が含まれるよう構成さ
　　れているのに対して、
　　　引用発明では、ＲＷＭに遊技に使用されない未使用領域を有しているもの
　　の、「所定の領域」及び「特定の領域」に遊技に使用されない未使用領域が
　　含まれるよう構成されているか否かが不明である点。

　　（６）判断
　　ア　相違点１について
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　　　引用文献２記載の技術事項は、上記（３）ウのとおりである。
　　　ここで、引用文献２記載の技術事項の「クリアするアドレス範囲を設定」
　　すること、「ＲＡＭクリアを実行する」ことは、それぞれ本件補正発明の「
　　範囲を設定」すること、「初期化」することに相当する。
　　　そして、引用発明及び引用文献２記載の技術事項は、ともに遊技機のＲＡ
　　Ｍクリア実行時に行う処理であるという点で作用、機能が共通することから
　　、引用発明のＲＡＭクリア実行時の処理として、引用文献２記載の技術事項
　　を適用して、ＲＷＭを０クリアする際に、クリアするアドレス範囲を設定し
　　て実行するようにして、本件補正発明の相違点１に係る構成とすることは当
　　業者が容易になし得たことである。

　　イ　相違点２について
　　　上記（４）オのとおり、「遊技機において、ＲＡＭクリアの対象範囲とし
　　て、クリアをする範囲に未使用領域を含めても含めなくてよいこと。」は遊
　　技機の技術分野において、本願出願前に周知技術である。
　　　そして、引用発明及び周知技術は、ともに遊技機のＲＡＭクリア実行時に
　　行う処理であるという点で作用、機能が共通することから、引用発明を初期
　　化する際の「所定の領域」及び「特定の領域」について、上記周知技術を適
　　用する際に未使用領域を含める方を選択し、遊技に使用されない未使用領域
　　を含めるように構成して、本件補正発明の相違点２に係る構成とすることは
　　、当業者が容易になし得たことである。

　　　そして、本件補正発明の奏する効果は、引用発明の奏する効果、引用文献
　　２記載の技術事項の奏する効果及び周知技術の奏する効果から、予測するこ
　　とができた程度のものである。 

　　（７）請求人の主張について
　　　ア　請求人の主張
　　　請求人は、令和２年１２月８日付けの審判請求書において、次の点につい
　　て主張をする。
　　「（４－３）引用文献発明に基づく想到困難性
　　（４－３－１）＜相違点１＞について 
　　　引用文献１においては、「補正却下の決定」にも記載のように、＜相違点
　　１＞の構成Ｂに係る「所定の範囲を設定」している点については不明である
　　。これについては、＜相違点１＞の構成Ｃについても同様のことがいえる。
　　　これに対し、新たに引用された引用文献２には、「補正却下の決定」にお
　　ける審査官殿のご指摘のように、『クリアスイッチを操作することてＲＡＭ
　　の初期化制御を行い得る遊技機であって、該ＲＡＭの初期化制御にあっては
　　、予め設定されたクリアするＲＡＭの範囲にしたがって行われる技術』が開
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　　示されている。
　　　しかしながら、引用文献２においては、段落００７６に『ステップＳ１０
　　３が肯定判断されるとステップＳ１０４に進む。ステップＳ１０４ではＤＩ
　　Ｐスイッチ回路６７８の設定内容によってＲＡＭをクリアするモードを判定
　　する。第５のスイッチがオンの場合には賞球個数の格納領域のみをクリアす
　　るモード（第１のＲＡＭクリアモード）と判定し、第１または第３のスイッ
　　チがオンの場合にはＲＡＭの全領域をクリアするモード（第２のＲＡＭクリ
　　アモード）と判定する。』と記載されているように、クリア範囲（初期化範
　　囲）については、ＤＩＰスイッチによる人為的な設定をあらかじめしておく
　　点について記載されているのみであり、＜相違点１＞に係る構成Ｂ及びＣに
　　ついては、記載も示唆もない。
　　　また、引用文献２においては、概して、「ＲＡＭクリアスイッチの操作が
　　ある場合にも無い場合にも（ＲＡＭクリアスイッチの操作の有無にかかわら
　　ず）、入球状態情報を含む特定の範囲を設定して初期化する」という旨の＜
　　相違点１＞に係る構成Ｃ及びＥについても、一切の記載も示唆もない。
　　　さらに、引用文献２においては、初期化範囲については、段落００８３に
　　『賞球個数の格納領域のみをクリアするモード（第１のＲＡＭクリアモード
　　）』、『遊技状態の格納領域のみをクリアするモード（第２のＲＡＭクリア
　　モード）と』、『ＲＡＭの全領域をクリアするモード（第３のＲＡＭクリア
　　モード）』という旨についての記載はあるものの、＜相違点１＞に係る構成
　　Ｂ（特に、入球状態情報を除く初期化範囲である所定の範囲）、又は＜相違
　　点１＞に係る構成Ｃ（特に、入球状態情報を含む初期化範囲である特定の範
　　囲」については、一切の記載も示唆もない。
　　　すなわち、引用文献２においては、上述のように、『クリアスイッチを操
　　作することてＲＡＭの初期化制御を行い得る遊技機であって、該ＲＡＭの初
　　期化制御にあっては、予め設定されたクリアするＲＡＭの範囲にしたがって
　　行われる技術』という漠然としたことしか記載されておらず、この引用文献
　　２を引用文献１に適用したとしても、以下の補完事項１乃至３が依然として
　　足りず、本願発明に想到しえない。また、下記の補完事項１乃至３の記載も
　　示唆もない引用文献２からは、下記の補完事項１乃至３に想到するには、相
　　当の困難性を伴うし、下記の補完事項１乃至３を有する＜相違点１＞に起因
　　した上記効果１を奏することもできない。
　　補完事項１：「ＲＡＭクリア手段による初期化時において、正常／異常を判
　　定し、正常なのか異常なのかによって初期化範囲を所定の範囲又は特定の範
　　囲に設定して初期化するという制御を行う」という旨の＜相違点１＞に係る
　　構成Ｂ及びＣ補完事項２：「ＲＡＭクリアスイッチの操作がある場合にも無
　　い場合にも（ＲＡＭクリアスイッチの操作の有無にかかわらず）、入球状態
　　情報を含む特定の範囲を設定して初期化する」という旨の＜相違点１＞に係
　　る構成Ｃ及びＥ補完事項３：＜相違点１＞に係る構成Ｂ及びＣに係る「入球
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　　状態情報を除く初期化範囲である所定の範囲、又は入球状態情報を含む初期
　　化範囲である特定の範囲」
　　（４－３－２）＜相違点２＞について
　　　引用文献１及び２には＜相違点２＞について記載も示唆もないし、引用文
　　献１及び２には＜相違点２＞に想到するための動機づけとなる記載すら見当
　　たらない。
　　　また、上述のように、＜相違点２＞は、引用文献１及び２からは想到する
　　に困難性を伴う＜相違点１＞を前提として、さらに、構成Ｆ及びＧにまで掘
　　り下げたものであるため、引用文献１及び２からは、＜相違点２＞に想到す
　　るには、より一層の相当の困難性を伴うし、引用文献１及び２では＜相違点
　　２＞に起因した上記効果２、３を奏することもできない。
　　　特に、＜相違点２＞の構成Ｇに係る「未使用領域をあえて初期化する」と
　　いう概念については、そのような概念やこの概念に想到するに足りる動機づ
　　けのない引用文献１及び２からは、この概念を有する構成Ｇに想到すること
　　は到底できず、この構成Ｇに起因した効果も、引用文献１及び２からは到底
　　奏することができないものと思料する。
　　（４－４）小括
　　　以上のように、引用文献１及び２に基づき、＜相違点１＞及び＜相違点２
　　＞を有する本願発明が想到容易であった旨の論理付けはできないため、本願
　　発明は、引用文献１及び２から想到容易であるとはいえない。」

　　　イ　当審判合議体の判断
　　　請求人の上記主張について検討する。
　　＜相違点１＞について
　　　上記（５）対比において説示したとおり、本件補正発明と引用発明との相
　　違点１は、「情報格納領域の初期化」を実行する場合において、本件補正発
　　明では、「範囲を設定」して初期化するのに対して、引用発明では、「範囲
　　を設定」して初期化しているか否かが不明である点であり、その相違点につ
　　いては、（６）アにおいて説示したとおり、引用発明に引用文献２記載の技
　　術事項を適用することで当業者が容易に発明をできたものである。
　　　また、請求人が主張する「初期化範囲として入球状態情報を含む特定の範
　　囲又は含まない所定の範囲を設定しているため、１回の初期化処理のみで適
　　切に初期化処理を行うことができる（構成Ａ乃至Ｄ）。また、電源投入時の
　　ＲＡＭクリアスイッチの操作の有無にかかわらず、異常の場合には、入球状
　　態情報を含む特定の範囲を設定して初期化するため（構成Ｃ及びＥ）、情報
　　格納領域の情報の整合性を保つことができる。」という効果１（（４－２）
　　本願発明の特徴の項目）についても、範囲を設定しているか否かが不明な引
　　用発明でも奏する効果であり、「範囲を設定」することにより奏するものと
　　はいえないことから、上記請求人の主張は採用することができない。
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　　＜相違点２＞について
　　　上記（５）対比において説示したとおり、本件補正発明と引用発明との相
　　違点２は、「正常の場合」に「初期化」する「所定の範囲」及び「異常の場
　　合」に「初期化」する「特定の範囲」について、本件補正発明では、遊技に
　　使用されない未使用領域が含まれるよう構成されているのに対して、引用発
　　明では、ＲＷＭに遊技に使用されない未使用領域を有しているものの、「所
　　定の範囲」及び「特定の範囲」に遊技に使用されない未使用領域が含まれる
　　よう構成されているか否かが不明である点であり、その相違点については、
　　（６）イにおいて説示したとおり、引用発明に周知技術を適用することで当
　　業者が容易に発明をできたものである。
　　　また、請求人は、「＜相違点２＞の構成Ｇに係る「未使用領域をあえて初
　　期化する」という概念については・・・」と主張をしているが、「遊技機に
　　おいて、ＲＡＭクリアの対象範囲として、クリアをする範囲に未使用領域を
　　含めても含めなくてよいこと。」は、上記（４）ウで説示したとおり、遊技
　　機の技術分野において周知技術であり、そのいずれを選択することも当業者
　　にとって格別の困難性はない。
　　　さらに、請求人は、「＜相違点２＞は、引用文献１及び２からは想到する
　　に困難性を伴う＜相違点１＞を前提として、さらに、構成Ｆ及びＧにまで掘
　　り下げたものである・・・」と主張しているが、相違点１及び２を併せみて
　　も、公知技術、周知技術の寄せ集めに過ぎず、上記請求人の主張は採用でき
　　ない。
　　　よって、上記請求人の主張を採用することができない。

　　（８）まとめ
　　　以上のように、本件補正発明は、当業者が、引用発明、引用文献２記載の
　　技術事項及び周知技術から容易に発明できたものである。
　　　したがって、本件補正発明は、特許法第２９条第２項の規定により特許出
　　願の際独立して特許を受けることができないものである。

　　３　むすび
　　　したがって、本件補正は、特許法第１７条の２第６項において準用する同
　　法第１２６条第７項の規定に違反するので、同法第１５９条第１項において
　　読み替えて準用する同法第５３条第１項の規定により却下すべきものである
　　。 　

　　第３　本願発明について
　　１　本願発明
　　　本件補正は上記のとおり却下されたので、本願の請求項１に係る発明（以
　　下「本願発明」という。）は、令和２年３月１８日付け手続補正書の特許請
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　　求の範囲の請求項１に記載された事項により特定される次のとおりのもので
　　ある。
　　「【請求項１】
　　　遊技球が流下可能な遊技領域と、
　　　遊技球が入球可能であり、遊技球が入球することにより賞球が払い出され
　　る複数の入賞口と、
　　　情報を表示可能な情報表示部と
　　を備え、
　　　前記複数の入賞口への遊技球の入球を検出し得る入球判定手段と、
　　　遊技領域から排出されるすべての遊技球を検出し得る排出数計測手段と、
　　　入球判定手段及び排出数計測手段による検出結果に基づき、前記複数の入
　　賞口への遊技球の入球に基づく情報である入球状態情報を生成する入球状態
　　情報生成手段と
　　を有しており、
　　　前記生成した入球状態情報を情報表示部にて表示し得るよう構成されてお
　　り、
　　　プログラムによる処理結果データを記憶する情報格納領域として、第１情
　　報格納領域と、第１情報格納領域とは異なる領域である第２情報格納領域と
　　、を有しており、
　　　前記第２情報格納領域には、少なくとも、入球状態情報が記憶され、
　　　情報格納領域の初期化を実行する場合において、遊技機の電源投入時に情
　　報格納領域のデータを確認し、正常の場合には、前記第２情報格納領域に記
　　憶された入球状態情報を除く所定の範囲を設定して初期化し、異常の場合に
　　は、前記第２情報格納領域に記憶された入球状態情報を含む所定の範囲を設
　　定して初期化する一方、情報格納領域の初期化を実行しない場合においても
　　、遊技機の電源投入時に情報格納領域のデータを確認し、異常の場合には、
　　前記第２情報格納領域に記憶された入球状態情報を含む所定の範囲を設定し
　　て初期化するよう構成されている
　　ことを特徴とするぱちんこ遊技機。」
　　　
　　２　拒絶の理由（令和２年４月２８日付け）
　　　原査定の拒絶の理由は、この出願の令和２年３月１８日提出の手続補正書
　　により補正された請求項１に係る発明は、その出願前に日本国内又は外国に
　　おいて、頒布された下記の刊行物に記載された発明又は電気通信回線を通じ
　　て公衆に利用可能となった発明に基いて、その出願前にその発明の属する技
　　術の分野における通常の知識を有する者が容易に発明をすることができたも
　　のであるから、特許法第２９条第２項の規定により特許を受けることができ
　　ない、というものを含むものである。 
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　　引用文献１：（案）性能表示モニタの搭載要件（Ｖｅｒ．０１６），日本遊
　　技機工業組合提供資料（「性能表示モニタ」に関する技術資料），２０１７
　　年　３月２３日，特に第４、５、７頁
　　引用文献２：特開２０１７－５６１４０号公報

　　３　引用文献１に記載された事項
　　　原査定の拒絶の理由に引用された引用文献１である（案）性能表示モニタ
　　の搭載要件（Ｖｅｒ．０１６），日本遊技機工業組合提供資料（「性能表示
　　モニタ」に関する技術資料），２０１７年　３月２３日，特に第４、５、７
　　頁の記載事項及び引用発明の認定については、前記「第２　２　２－２（２
　　）引用発明」に記載したとおりである。
　　　　　
　　４　対比・判断
　　　本願発明（上記第２〔理由〕１）は、本件補正発明（上記第２〔理由〕２
　　の２－２（１））から、上記「第２〔理由〕２の２－１」において検討した
　　とおり、本件補正発明において、「情報格納領域の初期化を実行する」ため
　　の手段として「ＲＡＭクリアスイッチ」を備えることを省き、さらに、初期
　　化を実行するものが「ＲＡＭクリアスイッチが操作された状態で電源が投入
　　された場合に、情報格納領域を初期化可能なＲＡＭクリア手段」であること
　　を省き、「異常の場合」の「情報格納領域の初期化を実行しない場合」につ
　　いて、「情報格納領域の初期化が実行されない場合においても、電源投入時
　　に前記情報格納領域のデータを確認」するのは「ＲＡＭクリアスイッチが操
　　作されていない状態で電源が投入され、前記ＲＡＭクリア手段」であること
　　を省き、重ねて特定されることにより冗長となっていたため削除した「第２
　　情報格納領域」が特定され、「異常の場合」に初期化する「前記入球状態情
　　報を含まない所定の範囲」を、「正常の場合」に初期化する「前記入球状態
　　情報を含まない所定の範囲」と区別するため「特定の範囲」と表現の形式を
　　変更したものを「所定の範囲」に表現の形式を変更した上で、それが「遊技
　　に使用されない未使用領域が含まれるよう構成」されることを省き、「所定
　　の範囲」が「遊技に使用されない未使用領域が含まれるよう構成」されるこ
　　とを省き、その他形式的な補正を元に戻すことを含むものである。
　　　そうすると、本願発明と引用発明とは、上記「第２〔理由〕２の２－２（
　　５）」において検討した、上記相違点１のみで相違するから、本願発明も上
　　記第２〔理由〕２の２－２（６）で示した理由と同様の理由により、当業者
　　が、引用発明及び引用文献２記載の技術事項に基いて、容易に発明をするこ
　　とができたものである。 

　　５　むすび 
　　　以上のとおりであるから、本願発明は、特許法第２９条第２項の規定によ
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　　り特許を受けることができない。 
　　　よって、結論のとおり審決する。

　　　　　　　　令和　３年１０月２０日

　　　　　　　　　　　　　　　　　審判長　　特許庁審判官　▲吉▼川 康史
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特許庁審判官　澤田 真治
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特許庁審判官　千本 潤介
　　（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示）　　　　　　　　　　　　　　　
　　　この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日（
　　附加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、特許庁長官を被
　　告として、提起することができます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〔審決分類〕Ｐ１８　　．１２１－Ｚ　　（Ａ６３Ｆ）
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